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平成２３年度 第４回

大阪府・大阪市経済動向報告会

第１部：最近の大阪経済の動向 資料

平成24年1月27日

第１部：最近の大阪経済の動向 資料

『ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙを発揮して離陸できるかが問われる大阪経済』

平成24年1月27日

財団法人大阪市都市型産業振興センター

経済調査室長 徳田 裕平

【本日の話題】

１ この１年あまりの景気認識を振り返る

２ 国内総生産の動きが語る日本経済のトレンド

３ 構造変化を感じさせる2011年の近畿圏の輸出動向

４ 四半期の景気観測調査から捉える大阪市の状況

1(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 1(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

５ 月次指標で捉える大阪経済の動向

６ 企業経営者・専門家などは日本/大阪をどう捉えてるか
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■■１ この１年あまりの景気認識を振り返る 各種機関での業況総括判断推移の比較
年月 【国（内閣府）】 【近畿（日銀大阪支店）】 【経済調査室のフェーズ】 【大阪市<景気観測調査>】 【大阪市経済の動向】 年月

10月
雇用面などに厳しさを残しつつも、緩やかに回復し
ている

<フェーズⅥ>
外需牽引型回復の構図が
ややゆらぎはじめた暗雲期

需要、供給で一進一退の状態から抜け出せず、
景気は引き続き足踏み

10月

11月
緩やかな回復基調にあるものの、このところ足踏
み感も窺われている

求人需要は改善するも、需要、供給両面で弱含
みの様相を呈し、景気は依然足踏み

11月

12月
供給面と雇用面を中心に景気は再び持ち直しの
兆候

12月

11年
  1月

景気は、足踏み状態にあるが、一部に持ち直し
に向けた動きがみられる。ただし、失業率が高水
準にあるなど依然として厳しい状況にある

供給面の一部は弱含むも、年末需要もあって景
気は総じて持ち直しの動きを持続

11年
  1月

2月
景気は、持ち直しに向けた動きがみられ、足踏み
状態を脱しつつある ただし 失業率が高水準にあ

需要、供給、雇用の各側面で総じて順調で、景
2月

緩やかな回復基調にあるものの、このところ足踏
み状態となっている

<フェーズⅦ>
需要の底固めに加え、成
長市場を獲得した分野が
牽引し始めた再始動期

景気は、このところ足踏み状態となっている。ま
た、失業率が高水準にあるなど厳しい状況にある

年末需要などにより
景気は再び持ち直し歩
調へ

景気は一時的に足踏み
2月 状態を脱しつつある。ただし、失業率が高水準にあ

るなど依然として厳しい状況にある
気は持ち直しの動きを持続

2月

3月

景気は、持ち直しに転じているが、自律性は弱く、
東北地方太平洋沖地震の影響が懸念される。ま
た、失業率が高水準にあるなど依然として厳しい
状況にある

需要、供給、雇用の全てが総じて堅調で、景気
は持ち直しの動きを持続

3月

4月

景気は、持ち直していたが、東日本大震災の影
響により、このところ弱い動きとなっている。ま
た、失業率が高水準にあるなど依然として厳しい
状況にある

緩やかな回復基調にあり、昨秋からの足踏み状態
を脱しつつあったが、足もとでは東日本大震災の
影響が生産面などにみられはじめている

消費や雇用の一部に足踏み感が漂うものの、景
気は持ち直しの動きを持続

4月

5月
景気は、東日本大震災の影響により、このとこ
ろ弱い動きとなっている。また、失業率が高水準
にあるなど依然として厳しい状況にある

緩やかな回復基調にあり、昨秋からの足踏み状態
を脱しつつあったが、このところ東日本大震災の
影響が生産面などにみられている

一部に足踏み感が見られるなど震災の影響も
懸念されるが、景気は総じて持ち直しの様相

5月

6月
緩やかな回復基調にあるが、このところ東日本大
震災の影響が生産面などにみられている

工業系や輸出などに震災の影響がうかがわれ
るが、景気は総じて持ち直しの動きを持続

6月

7月
緩やかな回復基調にあるが、東日本大震災の影
響が生産面などにみられている

工業系や雇用面で足踏み感が漂うが、景気は
総じて持ち直しを持続

7月

緩やかな回復基調にあり、昨秋からの足踏み状
態を脱しつつある

景気は震災の影響で
一時的に失速するも、
持ち直し基調は持続

感を呈すも、持ち直し基
調を堅持

景気は、東日本大震災の影響により依然として
厳しい状況にあるなかで、このところ上向きの動
きがみられる

<フェーズⅧ>
東日本大震災による間接
被害の影響で供給と需要
の両面が急縮した激震期

〈フェーズⅨ〉
ダ ジが

景気は震災の影響をほ

2(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 2

8月
景気は、東日本大震災の影響により依然として
厳しい状況にあるものの、持ち直している

緩やかな回復基調にあり、震災の影響も薄れて
きている

海外関連の一部で弱含むも総じて堅調な動きを
示し、景気は持ち直しを持続

8月

9月
景気は、東日本大震災の影響により依然として
厳しい状況にあるものの、持ち直している。

緩やかな回復基調にあり、震災の影響も薄れて
きている

需要面や生産で足踏みをうかがわせるも、景気
の持ち直しは緩やかに持続

9月

10月
景気は、東日本大震災の影響により依然として
厳しい状況にあるなかで、引き続き持ち直してい
るものの、そのテンポは緩やかになっている。

緩やかな回復基調にあるが、海外経済減速など
の影響が一部にみられ始めている

輸出などで軟調な様相を呈し、景気は持ち直し
を継続しつつもやや減速

10月

11月
景気は、東日本大震災の影響により依然として
厳しい状況にあるなかで、緩やかに持ち直して
いる

足踏み状態となっている
輸出や鉱工業などに軟調な様相が拡大し、景気
は足踏み

11月

12月
景気は、東日本大震災の影響により依然として
厳しい状況にあるなかで、緩やかに持ち直して
いる。

足踏み状態となっている
需要や供給面の一部で弱含みの様相を呈する
も、景気は再び緩やかな持ち直し

12月

1月
景気は、東日本大震災の影響により依然として
厳しい状況にあるなかで、引き続き持ち直してい
るものの、そのテンポは緩やかになっている。

足踏み状態となっている 1月

〈フェーズⅩ〉
外的要因により、本格回
復軌道に乗り移れない

遅鈍期

年末需要などにより景気
は持ち直し基調を持続

震災のダメージが復旧し、
遅れを挽回する

復興期

景気は震災の影響をほ
ぼ脱し、再び持ち直し
軌道へ

600 4

（総生産：兆円） （成長率：％）

東日本大震災

（１）長期にわたる国内総生産の推移

・2007年度をピークに経済規模が縮小している現実を直視すべき

・実質のＧＤＰでは2008年度に迫る回復を見せるも、名目では底這い状態の日本経済

■■２ 国内総生産の動きが語る日本経済のトレンド

国内総生産の推移と成長率の動向
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（資料）「国民経済計算」内閣府
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■■２ 国内総生産の動きが語る日本経済のトレンド
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（％）〔季節調整系列、年率換算〕

（２）四半期毎の国内総生産の動きと見通し

7-9月期のGDPは震災復興により4四半期振りに回復するも、470兆円には達成せず
（名目）

460

480

500

520

540

560

580

-30

-25

-20

-15

-10

-5

0

（兆円）

4(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 4

440

1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 2011

年度

2012

年度

2008 2009 2010 2011 見通し

-35

実額（名目） 実額（実質） 成長率（名目）

成長率（実質） 寄与度（内需、実質） 寄与度（外需、実質）

実額（名目、年度） 実額（実質、年度）

（
期

／
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資料: 内閣府「国民経済計算」、
11・12年度の見通しは、
東洋経済統計月報2012年2月号
「調査機関による経済見通し」

（１） 品種別、国・地域別輸出動向

■■３ 構造変化を感じさせる2011年の近畿圏の輸出動向
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（+0.4％）

一般機械（+8.6％）

半導体等
電子部品
（-10.5％）

電気機器
（半導体等電子部
品以外）（-7 5％）

輸送用
機器等

（+5.9％）

その他
（+9.8％）

原料別製品
（+2.2％）

アメリカ

EU

その他

アジアNIEs

近畿の主要品目別、国・地域別輸出額の増減と全国に占めるシェア

・2010年に２割増加した近畿の輸出総額は、震災の
影響や世界経済の成長鈍化などにより、11年は
＋１％増とほぼ横ばいで推移した。
・品種別では年末にかけて、その他の伸張が著しく
一般機械も引き続き牽引役となって、輸出増加に
踏み止まった 他方 昨年の伸びが高かった電子
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踏み止まった。他方、昨年の伸びが高かった電子
部品や電気機器はマイナスに転じた。
・国・地域別では最大の牽引役であったNIEｓへの
輸出が減少に転じた他、ｱﾒﾘｶやEUも僅かなﾌﾟﾗｽ。

近畿の主要品目別輸出額の動向

5(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 5
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（資料） 大阪税関「貿易統計」
注： “輸送用機器等”には近畿でシェアの小さい鉱物性燃料、

原料品、食料品を含める。
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■■３ 構造変化を感じさせる2011年の近畿圏の輸出動向
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（資料） 大阪市「市民経済計算」、内閣府「国民経済計算」
注：大阪市の元データは年度平均であり、2000年基準。

単純に05年度を100として換算

(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

(百万US＄／月（平均））

■■３ 構造変化を感じさせる2011年の近畿圏の輸出動向
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（資料）近畿：大阪税関「貿易統計」より
中国、韓国、台湾：統計所管部局のＨＰより
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■■４ 四半期の景気観測調査から捉える大阪市の状況

（１）季節調整後の対前期比景況判断ＤＩ

（注）季節調整方法については経済調査室のＨＰに掲載 定義上からは±０であるが、市民経済計算との
対応などから－２０を景気の分岐レベルに設定
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（資料）「大阪市景気観測調査」、
「大阪市民経済計算」

大阪市
成長率 －1.8％ －0.5％ －0.9％ 0.1％ ＋1.3％ ＋0.1％ -2.3 ％
（名目）

-5.2 ％

20

25

対
前

全体　季節調整後 急成長

（２）前年同期比と前期比を組み合わせた「景気動向クロス判定による現状評価」

② 2009になって3期続いて下げ止まり状態に位置
しているが、前年比では－25ﾎﾟｲﾝﾄ超の状況が

続いており、底打ち確認とは断定できず

⑦ 震災復興が持続

■■４ 四半期の景気観測調査から捉える大阪市の状況

⑥ 2011・Ⅲ期は震災の
下落の反動増へ推移
し、小康状態

④ 2011・Ⅰ期は強含み
状態へと推移し、
回復局面が期待
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す
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と
の
差
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後退持続

下げ止まり
（踊り場）

弱含み

後向きな
足踏み

安定状態

反
動
減

反
動
増

天井打ち
確認

前向きな
足踏み

強含み
成長持続

上げ止まり
（踊り場）

底打ち
確認

⑦ 震災復興が持続
せず、反動減ゾー
ンに留まる小康
状態 ③ 2010になって対前年比で

は４期続いて＋40ﾎﾟｲﾝﾄの
ラインに位置するものの
対前期比では２期続いて
踊り場ゾーンに留まる

9
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-25

-20

15

-60 -40 -20 0 20 40 60

対前年同期比DIに関する前年同期との差分

差
分

△：2007
●：2008
＊：2009
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×：2011

1～3月
4～6月
7～9月
10～12月

急後退
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① 2007・Ⅲ期より弱含み状態になり、その後
も前年比で－10ﾎﾟｲﾝﾄ超の状況が続く

ため、後退局面入りと判断
（資料）「大阪市景気観測調査」をもとにデータ加工して制作

⑤ 東日本大震災で景況
は悪化するも弱含み圏内
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（３）主要指標のＤＩ変化と状況認識 （平成22年7-9月～23年10-12月）

■■４ 四半期の景気観測調査から捉える大阪市の状況

上昇 順調 不足増加 黒字 上昇 上昇 上昇

営業利益水準出荷・売上高

※参考

営業利益判断

原材料価格

製・商品単価 資金繰り 雇用不足

20

40

60

平成14年の調査開始以降平成20年Ⅲ期までの期間での最高期（17年10-12月）

平成14年の調査開始以降平成20年Ⅲ期までの期間での最低期（14年1-3月）

〔凡例〕

（前期比業況判断（季節調整後）において）

業況判断

×24年1-3月

●23年10-12月

＊23年7-9月

□23年1-3月

◇22年10-12月

＋22年7-9月

下降 下降 窮屈 過剰下降 減少 赤字 下降

※参考
（前期比・季節調整）

（前期比）

-80

-60

-40

-20

0
来期の見通し

（前年同期比）

（注）来期の見通し

注：22年7-9月は推計値

10

今期は年末需要期であり持ち直しとなる
も（季節調整前）、本格回復には至らず

原材料価格の上昇傾向は引き
続き緩むも、製･商品単価への
転嫁は緩慢

フロー的

ＶＳ

ストック的
営業利益は受注回復と原材
料高の緩和で金融危機後の
最高水準

資金繰りは６期続いて
プラス水準を維持する（元資料）「大阪市景気観測調査」

雇用不足の状態が
持続するも、従業
者数増には至らず

下降 下降 窮屈 過剰下降 減少 赤字 下降

-20
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全体

（４） 企業規模による回復格差の観点から

⇒ 業況ＤＩは零細規模も含めおおむね改善傾向にある。資金繰りは零細規模企業で３期連続で悪化

■■４ 四半期の景気観測調査から捉える大阪市の状況

【 業況（前期比） 】 【 資金繰り（前期比）】
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【４人以下】 【５～19人以下】

（資料）「大阪市景気観測調査」のデータを加工して制作

【４人以下】 【５～19人以下】
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（１）毎月の指標動向一覧 （2011年12月発表資料より）■■５ 月次指標で捉える大阪経済の動向

Ⅰ 需要（支出）セクター

Ｂ．潜在需要Ｂ．建物・設備 Ａ．顕在需要Ａ．稼動水準

1.貸ビル貸室
面積

影 響

Ⅱ 供給（生産）セクター

影 響

（来訪者）

1.月間人口動態

月間世帯動態

2.卸売業販売
額指数※全国

3.中央卸売市場
取扱高

(

商
業
系)

4.貸ビル利用
稼動面積

5.企業向けサービス価格
指数※全国

3.消費者物価指数
（総合）

4.家計消費支出

（市内消費）
1.大型小売店販売
額《スーパー》

域
内
需

一
般
消
費2 貸ビル空室率

1. 輸入額
※大阪港、関空

8 9 10 11

↓ ↗ ↗ ↓

8 9 10 11

↘ → ↗ ↘

8 9 10 11

8 9 10 11

↗ → ↗ →

8 9 10 11

↗ → ↗ ↗

8 9 10 11

↗ ↘ → ↑

8 9 10 11

↘ ↘ ↗ →

8 9 10 11

↗ ↘ → →8 9 10 11

→ → ↓ ↘

底入れ

4.着工新設住宅
戸数

（来訪者）
2.地下鉄・ニュート
ラム乗車人員

（来訪者）
3.外国人入国者数
※大阪港、関空

4.機械受注額
※全国

（生産活動）
9.鉱工業生産指数
※大阪府

10.工業用ガス
消費量※大阪府

(

工
業
系)

6.第3次産業指数《対事業所
サービス業》※全国

稼動面積 指数※全国

(

サ
ー
ビ
ス
業
系)

3.産業用建築
物着工床面積
※大阪市

8.企業物価指数
※全国

7. ホテル客室稼働率

2.大型小売店販売
額《百貨店》 5.第3次産業指数

《対個人サービス業》
※全国

6. 阪神高速東線
大型車通行台数

需
要

域
外
需
要

費 (

民
間
支
出)

2.貸ビル空室率
（色逆）

7. 輸出額
※大阪港、関空

↓ ↓

8 9 10 11

→ ↓ ↗ ↓

↘ ↘ ↘ ↗

7 8 9 10

↗ ↑ ↓ ↑

8 9 10 11

↗ ↘ → ↘

8 9 10 11

↘ ↘ ↓ ↗

6 7 8 9

↑ ↘ ↗ ↘

7 8 9 10

↘ ↘ ↑ ↘

8 9 10 11

↘ ↗ ↗ ↘

8 9 10 11

↗ ↗ ↓ ↑

8 9 10 11

→ ↗ ↘ ↓

7 8 9 10

↘ → ↑ ↓

8 9 10 11

↘ ↗ ↘ ↘

8 9 10 11

↘ ↘ ↓ →

7 8 9 10

↘ ↗ ↓ ↗

8 9 10 11

↗ ↓ ↘ ↗

8 9 10 11

↘ ↓ ↑ ↓

8 9 10 11

→ ↗ → ↘

7 8 9 10

↘ ↗ ↘ ↘

12(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 12
Ⅲ 雇用・所得セクター

1.完全失業率（色逆）※近畿

Ａ．雇用状況

2.一般職業紹介状況

有効求人数

有効求職者数（色逆）

有効求人倍率

2.所定外労働時間※大阪府

Ｂ．雇用環境

3.定期給与※大阪府

11.企業倒産件数
（色逆）

(

総
合)

（資金需要）
12.銀行貸出残高

13.保証承諾額
（色逆）

1.常用雇用指数※大阪府

（需要環境）
5.国内総生産
※実質

8.生活保護受給者数
（色逆）

9.雇用保険受給者数

（色逆）

(

政
府
支
出)

影 響

6 7 8 9

↗ ↗ ↗ →

7 8 9 10

↘ → ↘ ↘ 8 9 10 11

↘ ↗ ↘ ↘

7 8 9 10

↓ ↗ ↘ ↗

8 9 10 11

↘ ↘ → ↘

8 9 10 11

→ ↗ ↘ →

↘ ↗ ↘ ↘

7 8 9 10

↓ → ↓ ↗

7 8 9 10

↗ ↘ ↗ ↑

7 8 9 10

↑ → ↗ ↑

8 9 10 11

↓ → ↑ →

7 8 9 10

→ ↗ ↑ ↗
↓ ↗ ↓ →

→ ↗ ↑ ↗

図の見方凡例

Ⅰ 需要（支出）セクター

Ｂ．潜在需要Ｂ．建物・設備 Ａ．顕在需要Ａ．稼動水準

Ⅱ 供給（生産）セクター

内
需

外
需

商業系

サービス業系

工業系

民間支出

影響影響

Ⅰ 需要（支出）セクター

Ｂ．潜在需要Ｂ．建物・設備 Ａ．顕在需要Ａ．稼動水準

Ⅱ 供給（生産）セクター

内
需

外
需

商業系

サービス業系

工業系

民間支出

影響影響

■矢印の見方 ※向きの決定方法については本編「利用上の注意」参照

4.家計消費支出 月（1-3等の場合は四半期）

前月（期）からの変化を矢印で区分し、色
で意味を表現

番号．指標名

3 4 5 6
↗ ↘ ↘ ↗

↗ 前月（期）と比較して増加

前月（期）と比較して横ばい

↑ 前月（期）と比較して大きく増加

■直近4ヶ月の大阪市経済の変化を読む

図では、経済情勢を俯瞰するために、Ⅰ需要（支出）、Ⅱ供給（生産）、Ⅲ雇用・
所得の３つのセクターに分けて整理した。

Ⅰ 需要（支出）セクター

A.顕在需要は、一般消費（小売・サービス等最終消費者向け）等や輸出等の需

Ⅲ 雇用・所得セクター

Ａ．雇用状況 Ｂ．雇用環境影 響

総合 政府支出

Ⅲ 雇用・所得セクター

Ａ．雇用状況 Ｂ．雇用環境影 響

総合 政府支出

景況にマイナスの方向

景況に変化なし

景況にプラスの方向

■色の見方

→

↘

前月（期）と比較して横ばい

前月（期）と比較して減少

↓ 前月（期）と比較して大きく減少

◎ただし、以下の７つの指標については指標の意味する内容に鑑み、矢印と色
の対応が逆になっている。
生活保護受給者数、雇用保険受給者数、企業倒産件数、保証承諾額、貸ビ

13(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 13

要を中心とした民間支出と、大阪市等による政府支出によって需要の動向を表
す。
B.潜在需要は顕在需要に影響を与える数字を表す。

Ⅱ 供給（生産）セクター

A.稼動水準は、卸を中心とした商業系、事業所を対象とするサービスを提供する
サービス業系、製造業を中心とした生産活動を行う工業系、倒産件数や資金需
要など産業活動を総合的に捉えた総合の４分類で、供給の動向を表す。

B.建物・設備は、各産業活動の稼動水準に影響を与える建物・設備等の状況を
表す。

Ⅲ 雇用・所得セクター
Ａ．雇用状況は、雇用者サイドから、Ｂ.雇用環境は被雇用者サイドから、雇用・所
得の状況を表す。

■大阪市とそれ以外の指標

指標はなるべく大阪市の範囲に近いものを優先して掲載しているが、大阪
市の指標がないものは、大阪府、近畿、全国などの広範囲の指標も代用し
ている。

4.家計消費支出 5.第3次産業指数
《対個人サービス業》
※全国

◇大阪市の指標（枠は実線） ◇大阪市より広域の指標（枠は破線）

例＞ 例＞

ル空室率、完全失業率、有効求職者数 これらの指標は、「（色逆）」で表示。

表記なしの場合 （色逆）の場合↗ ↘↑ ↓ ↘ ↗↓ ↑
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需要面では、一般消費は家計支出が回復するも、スーパー、百貨店が落ち込むなど弱含みの様相。域外需要にも力強さはない。
供給面では、商業系と工業系でやや持ち直しの動きを示すが、サービス業系は弱含み圏内で推移。全体としては緩やかな持ち直し。
雇用面では、雇用状況は堅調な動きがみられ、雇用環境も持ち直しの動きが続いており、全体として持ち直し基調。

Ⅰ 需要（支出）セクタⅡ 供給（生産）セクタ

12月：需要や供給面の一部で弱含みの様相を呈するも、景気は再び緩やかな持ち直し

9月：需要面や生産で足踏みをうかがわせるも、景気の持ち直しは緩やかに持続
10月：輸出などで軟調な様相を呈し、景気は持ち直しを継続しつつもやや減速
11月：輸出や鉱工業などに軟調な様相が拡大し、景気は足踏み

■■５ 月次指標で捉える大阪経済の動向 （２）大阪市経済の現状
（2011年12月）

【Ａ．稼動水準】
✧商業系 輸入額(11月)は大阪港、関空ともに増加し、合計では近年の最
高水準。全国の卸売業販売額指数(11月)や中央卸売市場取扱高
（11月）は横ばい。商業系は緩やかな持ち直しが持続。

✧サービス業系 貸ビル稼動面積(11月)は増加。全国の企業向けサー
ビス価格指数(11月) 、全国の対事業所サービス業指数(10月)はともに
下降。ホテル客室稼動率(11月)は２ヶ月連続下降するも水準は低く
ない。サービス業系は弱含むも水準は低くはない。

✧工業系 全国の企業物価指数(11月)は横ばい。大阪府の鉱工業に関す
る指数(10月)は前月の下降より反転、生産、出荷ともに上昇、在庫は下
降。大阪府のガス消費量(11月)は３ヶ月ぶりの増加。工業系は持ち
直しの動き

【Ａ．顕在需要】
✧一般消費 大型小売店販売額(11月)では、スーパー、百貨店ともに
減少、百貨店は前年同月を下回る。消費者物価指数(11月)は下降、家
計消費支出（11月）は4ヶ月ぶりに上昇するも、一般消費は総じて
やや弱い動き。

✧輸出等の外需 大型車通行台数(11月)は減少するも高水準を維持。
輸出額(11月)は、大阪港で減少、関空で5ヶ月ぶりの増加。域外需要
は緩やかながらも持ち直しの動き。

✧政府支出 雇用保険受給者数（10月）は2ヶ月連続減少。

【Ｂ 潜在需要】

Ⅰ 需要（支出）セクターⅡ 供給（生産）セクター

14

直しの動き。
✧総合 企業倒産件数(10月)は増加。保証承諾額(11月)は横ばい。
【Ｂ．建物・設備】

貸ビルの貸室面積(11月) は２ヶ月連続減少、空室率(11月) は再び下 降
。産業用建築物着工床面積(11月)は減少。全国の機械受注額(10月)も
減少。

【Ｂ．潜在需要】
人口(11月)は横ばい 、世帯数(11月)は増加。 外国人入国者数（10月
）、着工新設住宅戸数(11月)はともに減少。国内総生産（11月）は 2ヶ
月連続減少。

【Ａ．雇用状況】 大阪府の常用雇用指数(10月)は前月までの下降基調から反転上昇、所定外労働時間(10月)、定期
給与(10月)はともに増加。雇用状況は総じて堅調な動き。

【Ｂ．雇用環境】 近畿の完全失業率(11月)は横ばい。一般職業紹介状況(10月)は、求人数の増加、求職者数の横ばい
により、求人倍率は1倍以上を維持。雇用環境は持ち直しを継続。

Ⅲ 雇用・所得セクター

東海

南関東

全国

小売関連 サービス関連

家計動向関連 企業動向
関連

雇用
関連（１）内閣府の景気ウォッチャー調査より

調査サンプルの構成比■■６ 企業経営者・専門家などは日本/大阪をどう捉えてるか

・家計動向関連の12月時点の位置は現状水準ＤＩ、先行き方向DI
ともに、３大都市圏は近傍範囲にあり、状況は類似。ただし回復
の勢いは弱まりつつあり、震災前との格差は大きい

・（参考として逆算した）企業動向＋雇用関連のＤＩでは、近畿の水準
は震災前に近づくも、東海で足踏み状態、南関東は3期連続で悪化
し復興への道は険し
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（２）日本､中国､韓国の企業経営者に対する調査結果より（元データを加重平均してDIを独自算出

）

■■６ 企業経営者・専門家などは日本/大阪をどう捉えてるか

・図Ａ ⇒ 2011年に関しては、日本人経営者が日本経済を悲観し、中国・韓国経済を過大評価する傾向が見られた。
2012年は様変わりし、日本人以上に中国・韓国の経営者が日本経済の現状を「落ち込んでいる」と捉えている。
背景には、大震災の影響が大きいと思われるが、家電や自動車などの分野での日本製品の存在感の低下もあろう。
他方、中国に対しては、日本人のみが「勢いが鈍った」と捉えており、中国人・韓国人とは方向性が逆の認識。
対韓国では、日本人と韓国人が「勢いが多少鈍った」と捉える一方、中国人は「わずかに勢いが増している」と認識。

・図Ｂ ⇒ 日本人は現状の歴史的な円高を強く指摘しており、それとの相対で、ウォンや元が安すぎると捉えている。この一年で
円は（期待を込め ）多少安くなると見通し 元やウ が少しは高くなり 異常な状態が僅かに改善すると 見方

図Ａ：2011年（○）と12年（●）に関する、各国経済の現状認識の変化 図Ｂ：2011年末（○）と12年末（●）の為替水準に関する、各国通貨の認識と見通し

落込み続く 横ばい 順調に伸張 力強く伸張 各通貨が 安すぎ/安くなる 横ばい 高すぎ/高くなる

円は（期待を込めて）多少安くなると見通し、元やウォンが少しは高くなり、異常な状態が僅かに改善するとの見方。
中国人は、現状で円よりも元の方が高いと認識し、年末にも依然として元と円は僅かに上昇するとの見方。
韓国人は、現状で円高を相当に認識しつつ、ウォン安であることも認めており、元も円との対比で安い方との捉え方。
年末には円安方向に多少は動くと捉え、相対的に元やウォンが多少は高くなるとの見通しを持っている。
全般に自国通貨との相対的な見方をする傾向がうかがわれ、日本人は円高是正、韓国人はウォン安是正を予想
するものの、中国人は元高が持続すると見通すなど、3者３様の認識が確認される。

1616(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 （出所）日経新聞 「日中韓経営者アンケート」（毎日経済新聞〔韓国〕、環球時報〔中国〕との共同調査）

・図Ａ ⇒ 2012年の大阪の評価はアジア主要２１都市の中で、投資見通し、開発見通しともに最低のランク
（なお、東京も開発見通しは普通以下で、ソウルはさらに低評価。東京や大阪は開発に対する相対的な投資安全度は高い）

・図Ｂ ⇒ 金融危機を境に投資/開発の進展が大幅下落し、特に東京、大阪は下落が顕著。ただし、大阪の投資は僅かに上昇
国の勢いの差が明確に現れており、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙが連続で首位。新興国（中国〔上海、北京、重慶、広州〕、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ｲﾝﾄﾞ〔ﾊﾞﾝｶﾞ
ﾛｰﾙ、ﾆｭｰﾃﾞﾘｰ〕、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ〔ｼﾞｬｶﾙﾀ〕）や資源国（ｵｰｽﾄﾗﾘｱ〔ｼﾄﾞﾆｰ、ﾒﾙﾎﾞﾙﾝ〕）、台湾〔台北〕などが高位置にある。他方、
香港は12年に急落し、ソウルも11年以降に大幅下落。

■■６ 企業経営者・専門家などは日本/大阪をどう捉えてるか

（３）アジアの大都市の商業用不動産に対する不動産専門家の評価結果より

・図Ｃ ⇒ ５つの部門別評価ＤＩ（買い－売り）により2011と12を比較すると、大阪では”産業・物流“の上昇幅が26ﾎﾟｲﾝﾄ超で
顕著な改善。商業や住居等もかなりの改善。

・「本社機能が東京から大阪へシフト中」、「総額の１割は大阪に投資」、「東京のみに集中投資するより周辺」などの声もあり。
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図Ａ：2012年に関して、21都市のなかで大阪は？ 図Ｂ：主要９都市に関する６年間の評価の推移 図Ｃ：大阪と東京に関する部門別の評価DIの試算
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（出所）アーバンランド・インスティテュート（ULI）とプライスウォーターハウスクーパース
「不動産の新しい動向 アジア太平洋（Emerging Trends in Real Estate® Asia Pacific）」


